自治体の責任による質の高い公共サービスを実現するための
公共サービスの確立と労働条件の改善に関する統一要求書

１．現業公企職場をはじめ自治体業務は直営で行うこと。

　清掃、学校給食・学校用務、道路の維持管理、水道・下水道事業、公営交通事業をはじめとした現業公企職場は住民生活に直接関わる公共サービスを、安全・安心な自治体責任により継続して運営するものです。

①　直営で行っている住民サービスについては、引き続き直営で行なうこと。質の高い公共サービス確立にむけ、業務量に応じた必要な人員を確保すること。

２．既に、委託されている業務については、行政が責任をもって管理すること。

①　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、業務委託後のサービス水準などの検証を行うとともに、労使によるチェック体制を確立すること。

②　委託契約における適正な賃金確保のために総合評価方式・最低制限価格制度などの入札改革を行うとともに条例（公契約条例）を制定し、委託先労働者および臨時・非常勤等職員の入札・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働者保護対策を実施すること。

③　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（安全配慮義務や、違法性のある学校用務員のシルバー人材センターへの包括委託、清掃パッカー車における作業員のステップ乗車の道路交通法違反など）

３．人員定数を確保し、欠員は正規職員で完全に補充すること。

①　現在の欠員及び定年退職の年度別予定者数を明らかにし、いずれも正規職員によって完全に補充すること。

②　公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、雇用と年金を確実に接続するため、現業公企労働者の再任用制度を早期に条例化すること。また、運用を凍結しているものは早期に解除すること。

４．現業職員の低賃金を改善し、差別・格差を解消すること。

①　「賃金は生活給である」との認識に立って、現業公企職員の低賃金の改善をはかること。また非現業職員との初任給基準、昇格年齢などの差別・格差を解消すること。

②　総務省の通知に基づく一方的な「取り組み方針の作成・公表」については撤回を求めるとともに、現業労働者賃金の見直しにかかわる「取り組み方針」の実施は、団体交渉事項であることを十分に認識し、労使で交渉合意を前提に丁寧な交渉を行うこと。また賃金センサスを使用した不正確な民間比較は直ちに是正すること。

③　中途採用者については、学卒直採用の職員と同様になるよう、前歴加算の方法を改善すること。また同時に在職者調整を行うこと。

５．恒常的業務に臨時・非常勤等職員を導入しないこと。

①　恒常的業務には臨時・非常勤等職員を採用しないこと。

②　現在、恒常的業務に従事している臨時・非常勤等職員・準職員については正規職員化をはかり、直ちに職員化に至らない場合は、身分の保障（雇用の安定）、および正規職員に準じた賃金労働条件を適用すること。

③　シルバー人材センターの活用は法に準じ臨時・短期的なものとすること。

６．現業・公企職場（民間委託を含む）の労働安全衛生対策を強めること。

①　「労働安全衛生委員会」を事業所単位に設定し、規則23条に基づき毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催を行うこと。

②　労働災害、職業病の発生を防止する対策を確立し、自治体職場から「労働安全衛生法」違反状態を一掃すること。とりわけ、各種労働安全衛生管理要綱の最低基準を遵守し、職場の安全を確保すること。

③　職場での安全確保のため、労使による定期的な職場点検（巡視）を行うこと。

④　50人未満の職場でも「労働安全衛生法」の趣旨に沿い、安全衛生推進委員を選任し、対策を強めること。

⑤　メンタルヘルスケアの推進にむけ、管理者を含めた教育研修を周知徹底させること。

⑥　安全な作業を可能とする作業安全マニュアルを徹底し、労働災害の撲滅につとめること。

⑦　業務委託後の職場についても安全衛生体制を確立するため、労働安全衛生法の遵守を受託企業などに求めるとともに、自治体の責任において遵守状況を把握し、必要な場合には指導を行うこと。
７．分限条例を改正すること。　

①　公務中の事故等について無条件に自動失職が適用されないよう分限条例を改正すること。また、協約化されている場合は、早期に条例化をはかること。

８．賃金・労働条件（民間委託を含む）に関する変更は、すべて事前協議とし、協約を締結すること。

①　地公労法上の団体交渉権、協約締結権を遵守し、経営形態の変更ならびに賃金・労働条件の変更については、計画変更可能な時期から労使協議を行うとともに、合意された事項に関して協約を締結すること。

９．災害時における危機管理体制の確立に努めること。とくに、災害時に必要な最小限度の実働体制と人員を正規職員で確保すること。　

①　被災時における職員の出動基準(免除基準)や労働条件など、労使による協議・確立を行うこと。

10．地方公営企業法第32条の改正にあたっては、自己資本の造成について条例化すること。また、地方公営企業会計制度の見直しに対しては、導入に伴う初期トラブルなどを想定した人員配置や組織体制を確立すること。
